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今月号のハイライト:

間接税

• 付加価値税の対象とならない商品およびサー
ビスの生産および事業に使用される物品およ
びサービスの仮払消費税

• 科学技術活動に対する付加価値税(VAT)

• 支払割引の請求書

• 清算された機械設備を輸出する際のVAT申告

• 調整済み電子請求書と交換用電子請求書の
VAT 申告

• 売り手は、買い手が商品を返品したときに調
整または交換請求書を発行します

• 過払い税額の相殺

税務行政

• マレーシア、チリ、ブルネイは環太平洋パート
ナーシップに関する包括的及び先進的な協定の
関税率の恩恵を受ける

• 包括的及び先進的な環太平洋戦略的経済連携協
定(TPP)の関税率のマレーシア、チリ及びブルネ
イからの輸入品への適用に関するガイダンス

• 原産地申告表の部品表に関するガイダンス

• 日本からの電子C/OフォームAJおよびフォーム
JVの発行

• 輸入ビニール袋の環境保護税に関するガイダン
ス

• 輸入関税を支払ったその場での輸入申告に対す
る輸入関税還付のご案内

• その場での輸出取引に対するVAT還付

• 政府が発行した2023年6月30日付政令第
44/2023/ND-CP号に規定されている、一部の種
類の物品に対するVATの減額について

貿易と税関個人所得税

• 賞品の獲得による従業員の収入に関するPIT申
告書

• 個人所得税還付申請書の提出先に関するガイ
ダンスと、個人所得税還付申請の処理の迅速
化に関する税務総局の指示

• ヘルスケア、エンターテインメント、美容、
プロモーションプログラムからの収入に関す
るPIT申告書

• 被扶養者登録のご案内

• 扶養控除の登録

• 非居住者に適用されるPITポリシー

• 仲介および顧客検索サービスのためのFCWT

• FCWT申告書の提出及び新規契約の税務情報
に関する補足登録

• 映画コンテンツ配信権及び映画キャラク
ター使用権の画像譲渡による収入に対する
FCWT

外国契約者の源泉徴収税

• 裾野産業製品を生産するプロジェクトに対
するCITインセンティブ

• 合併および拡張投資プロジェクトに対する
CITインセンティブ

• 処理活動に対する CIT インセンティブ

• 従業員に代わってPIT申告と計算を行うサー
ビス料

法人所得税
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税務行政法人所得税
ガイダンス裁定ガイダンス裁定

過払い税額の相殺

過払い税額、過払い遅延利息、および罰金
の処理に関する会社の書類を受領した場合、
税務部門は、規則に従って過払い額の相殺
の要求を処理する責任があります。

(2023年9月29日付税務総局発行のOfficial 
Letter No. 4347/TCT-KK)

裾野産業製品を生産するプロジェクトに
対するCITインセンティブ

支援産業製品を製造する投資プロジェクト
が、優遇分野と優遇セクターの両方の税制
優遇条件を満たしている場合、企業は最も
有利な税制優遇措置を選択できます。

支援産業製品を製造する投資プロジェクト
が、すでに優遇措置分野の税制優遇措置を
受けている場合、企業は残りの期間、支援
産業製品の製造の優遇措置部門の下で税制
上の優遇措置を受けることができます。

(2023年9月6日付タイグエン省税務局発行の
Official Letter No. 4857/CTTNG-TTHT)
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法人所得税
ガイダンス裁定

合併および拡張投資プロジェクトに対す
るCITインセンティブ

1. 合併したプロジェクト:

合併または統合プロジェクトを運営する企
業は、税制上の優遇措置の条件を引き続き
満たしている場合、残りの期間、合併され
たプロジェクトのCITインセンティブを継承
できます。

合併されたプロジェクトが異なるインセン
ティブ条件を満たしている場合、会社は残
りのインセンティブ期間、それぞれの条件
に対してCITインセンティブを享受できます。

2. 拡張投資プロジェクト:

既存の投資プロジェクトの開発と拡大を行
う企業は、以下のCITインセンティブを適用
できます。

-残存期間の既存プロジェクト(優遇税率およ
び該当する場合は免除/減免を含む)又は

-拡張プロジェクトから発生する追加所得に
対する免税および減税(優遇税率は認められ
ません)は、同じインセンティブ付きエリア

内の新規投資プロジェクトに適用される免
除および減免の時期に相当します。

(2023年9月27日付ビンズン省税務局発行の
Official Letter No. 23075/CTBDU-TTHT)

処理活動に対する CIT インセンティブ

加工活動の分野で新しい投資プロジェクト
を実施する企業は、次の条件が満たされて
いる場合、CITインセンティブを受ける権利
があります。

• 加工活動には、機械、設備、労働力など

に投資し、署名された加工契約に基づい
てクライアントからすべての原材料(また
は主要材料)を受け取り、クライアントに

納入される完成品を生産することが含ま
れます(商法で指定されている商業加工活
動を除く)。

• 新規投資プロジェクトは、工業団地内(社

会経済的条件が良好な地域にある工業団
地を除く)に立地し、

以下のCITインセンティブが利用できる場合
があります。

• 課税所得が発生した年から02年間のCIT免
除。そして

• その後の04年間でCITを50%削減

(2023年9月18日付ビンズン省税務局発行の
Official Letter No. 22005/CTBDU-TTHT)
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法人所得税
ガイダンス裁定

従業員に代わってPIT申告と計算を行う
サービス料

従業員に代わってPITを提出および計算し、

雇用所得と見なされる外国人従業員のヘル
スケア会員証を購入するためのサービス料
は、以下の条件が満たされている場合、CIT
の目的で控除できる場合があります。

-労働契約、労働協約、財務方針のいずれか
に具体的に記載されているもの。

- CIT計算の損金算入対象外の費用として記載
されていません。

-平均給与の1か月分を超えないようにし、

これらの費用が従業員の福利厚生と見なさ
れる場合は、規則に従って適切な支払いバ
ウチャーが提供されるようにします。

(2023年7月18日付ハノイ税務局発行のOfficial 
Letter No. 51950/CTHN-TTHT)
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間接税
ガイダンス裁定

付加価値税の対象とならない商品および
サービスの生産および事業に使用される
物品およびサービスの仮払消費税

付加価値税の対象とならない農産物を生産
する投資プロジェクトを持つ企業は、それ
らの農産物の生産と事業に使用される商品
やサービスの仕入付加価値税を控除するこ
とはできません。

(2023年8月31日付税務総局発行のOfficial 
Letter No. 3899/TCT-CS)

科学技術活動に対する付加価値税(VAT)

科学技術サービス(機械設備の検査、校正、
測定)を提供する企業:

• 所轄官庁から科学技術活動登録証明書を
登録し、付与されている。そして

• サービスは、科学技術法に従い、科学技
術活動登録証明書に記載されている分野
に沿って、科学技術サービス契約に基づ
いて行われます

そのような科学技術サービスから生み出さ
れた収益には、5%のVATが課せられます。

(2023年9月13日付ハイフォン税務局発行の
Official Letter No. 4981/CTHPH-TTHT)

支払割引の請求書

外国の顧客との売買契約で、早期支払いが
2%の割引の対象となると規定されている場

合、この割引は支払い割引と見なされます。
会社がこの支払割引の請求書を発行する必
要はありません。

(2023年9月29日付バクニン省税務局発行の
Official Letter No. 4701/CTBNI-TTHT)

清算された機械設備を輸出する際のVAT
申告

投資プロジェクトのために機械設備を輸入
し、海外で清算を希望する企業は、税関当
局に輸入機械設備の使用目的を変更し、輸
入段階から未払いの税金(ある場合)を支払う
ように通知する必要があります。

会社が関連する規制を満たしている場合、
輸出された機械設備に適用される0%のVAT率
を受ける権利があります。

(2023年9月29日付バクニン省税務局発行の
Official Letter No. 23300/CTBDU-TTHT)
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間接税
ガイダンス裁定

調整済み電子請求書と交換用電子請求書
の VAT 申告

会社が請求書を発行し、誤りが特定された
場合、政令第123/2020/ND-CP号の第19条お
よび通達第7条に従って誤った請求書を処理
する必要があります。第78/2021/TT-BTC。

会社は、調整された請求書または交換され
た請求書を、所定のエラーが発生した期間
に申告するものとします。

(2023年9月29日付ハノイ省税務局発行の
Official Letter No. 70311/CTHN-TTHT)

売り手は、買い手が商品を返品したとき
に調整または交換請求書を発行します

買い手から返品された商品の一部または全
部を受け取った売主は、政府の2020年10月
19日付政令第123/2020/ND-CP号第4条第1項
および第19条第2項bに規定されているよう

に、元の請求書の調整または交換請求書を
発行するものとします。

(2023年10月11日付税務総局発行のOfficial 
Letter No. 4511/TCT-CS)
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個人所得税
ガイダンス裁定

賞品の獲得による従業員の収入に関する
PIT申告書

会社が主催する入賞コンテストに参加した
結果、従業員が現金または現物で受け取っ
た収入は、入賞所得として評価されます。

賞金の価値が1,000万ドンを超える場合、会
社は賞金を支払う前にPITを源泉徴収するも
のとします。

(2023年8月21日付ハノイ税務局発行のOfficial 
Letter No. 61175/CTHN-TTHT)

個人所得税還付申請書の提出先に関する
ガイダンスと、個人所得税還付申請の処
理の迅速化に関する税務総局の指示

PIT確定書類の提出場所は、通常、以下の通
りです。

• 2つ以上の場所による源泉徴収の対象とな
る雇用所得を持つ居住者の場合:

✓ 組織または個人が所得を支払うこ
とで個人控除を請求した個人は、
その組織または個人を管理する税
務当局に確定申告書を提出する必
要があります。

✓ 勤務先を変更し、最終所得を支払
う組織または個人で個人控除を請
求した個人は、その組織または個
人を管理する税務当局に確定申告
書を提出する必要があります。

• その他のすべてのケースでは、個人は居
住地の税務当局に税務確定書類を提出す
る必要があります。

✓ 職場を変更し、組織で個人控除を
請求しなかった個人、または最終
所得を支払う個人。

✓ 所得を支払う組織または個人で個
人控除をまだ適用していない個人。

✓ 労働契約を結んでいない、または
労働契約が3か月未満であるか、

サービス提供契約を結んでおり、
PITがすでに10%で源泉徴収されて
いる1つ以上の場所で収入を得て
いる居住者。

✓ 1年のうちに1つ以上の場所で雇用

収入を得ているが、確定時に収入
を支払っている組織または個人に
雇用されていない居住者。

税務総局は、他の税務当局から所得確認の
要求を受けた税務当局に対し、内容の確認
と明確化のプロセスを迅速化し、個人所得
税の還付手続きが遅れないように、要求者
に書面による回答を発行することを義務付
けています。

(2023年9月20日付総税務局発行のOfficial 
Letter No. 4172/TCT-DNNCN)
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個人所得税
ガイダンス裁定

ヘルスケア、エンターテインメント、美
容、プロモーションプログラムからの収
入に関するPIT申告書

会社から受け取ったヘルスケア、エンター
テインメント、美容プログラムからの収入

医療、娯楽、美容活動のために従業員に支
払われた費用は、支払いの詳細に個人受取
人の名前が記載されている場合、従業員の
課税対象の個人所得に含まれます。

プロモーションプログラムによる収入

商法に基づき、会社が主催するプロモー
ションプログラムから個人のお客様が無料
旅行(現金ではない)の形で受け取った収入は、

ギフトを受け取ることによる収入と見なさ
れます。

(2023年9月25日付バリアブンタウ税務局発
行 Official Letter No. 6462/CTBRV-TTHT)

被扶養者登録のご案内

従業員が親を被扶養者として登録し、従業
員が直接扶養家族として登録し、親が被扶
養者とみなされる条件を満たし、必要に応
じて扶養家族を証明する十分な書類がある
場合、従業員は個人所得税申告の目的で課
税所得を決定する際に、親の家族控除制度
を適用する権利があります。

(2023年9月27日付ハノイ税務局発行のOfficial 
Letter No. 69624/CTHN-TTHT)

扶養控除の登録

従業員は、子供が大学、専門学校、専門中
等学校、職業訓練で勉強していて、収入が
ない場合、またはすべての収入源からの年
間平均月収が1,000,000ドンを超えない場合、
家族控除制度を申請できます。

(2023年9月27日付ハノイ税務局発行のOfficial 
Letter No. 69625/CTHN-TTHT)

非居住者に適用されるPITポリシー

海外本社からベトナム支店に2日間派遣され

た役員は、滞在中ベトナムの非居住者納税
者とみなされます。

非居住者のベトナムにおける個人所得税所
得は、所得がどこで支払われるか、または
請求されるかに関係なく、ベトナムで発生
する所得です。

ベトナム支店が非居住者に現金または現物
で支払う住宅およびその他の給付は、雇用
所得と見なされ、ベトナムの個人所得所得
の対象となります。ベトナム支店は、個人
に所得を支払う前に、一律20%の個人所得税
を源泉徴収する責任があります。

(2023年10月2日付ハノイ税務局発行のOfficial 
Letter No. 70784/CTHN-TTHT)
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FCWT申告書の提出及び新規契約の税務
情報に関する補足登録

外国の請負業者に代わって納税義務を申告
および支払うために税務当局から税法を付
与された企業は、この税法を使用して、す
べての外国請負業者および下請け業者に代
わってFCWTを申告および支払います。

外国の請負業者や下請け業者と新たな契約
を結ぶ場合、通達第105/2020/TT-BTC号とと
もに発行されたForm No. 04.1-DK-TCT-BTCを

使用して、請負業者の税務情報を登録する
責任があります。

(2023年9月11日付ダナン税務局発行のOfficial 
Letter No. 9973/CTDAN-TTHT)

外国契約者の源泉徴収税
ガイダンス裁定

仲介および顧客検索サービスのための
FCWT

会社がベトナムで製品を販売するために仲
介および顧客検索サービスを提供するため
に外国の組織を雇う場合、この外国の請負
業者の仲介サービス料金はベトナムの税金
の対象となります。

収益に対するVAT税率は5%、収益に対する
CIT税率は5%です。

(2023年9月11日付ビンズン省発行のオフィ
シャルレターNo.21673/CTBDU-TTHT)

映画コンテンツ配信権及び映画キャラク
ター使用権の画像譲渡による収入に対す
るFCWT

ベトナムでは、映画コンテンツの配給権と
映画キャラクターの画像使用権の譲渡によ
る収入には、5%のVATと10%のCITが課せられ
ます。

(2023年9月29日付税務総局発行のOfficial 
Letter No. 4344/TCT-CS)
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貿易と税関
新しい規制

マレーシア、チリ、ブルネイは環太平洋
パートナーシップに関する包括的及び先
進的な協定の関税率の恩恵を受ける

2023年9月7日、政府は、2022年から2027年

までの期間、ベトナムの特恵輸出関税およ
び環太平洋パートナーシップに関する包括
的及び先進的な協定(CPTPP)に基づく特別特
恵輸入関税について、政府が発令した2022
年12月30日付政令第115/2022/ND-CP号を改
正・補足する政令第68/2023/ND-CP号を公布

しました。その中で、主な補足項目は次の
とおりです。

• マレーシア、チリ、ブルネイを含む03カ
国がCPTPPの下で輸出入特恵関税を享受す
る権利を有する。

✓ マレーシアは、2022年11月29日か
ら2027年12月31日までCPTPP関税
率を適用する権利があります。

✓ チリは、2023年2月21日から2027
年12月31日までCPTPP関税率を受
ける権利があります。そして

✓ ブルネイは、2023年7月12日から
2027年12月31日まで、CPTPP関税
率を適用する権利があります。

• 2022年11月29日(マレーシアの場合)、
2023年2月21日(チリの場合)、2023年7月
12日(ブルネイの場合)以降に税関申告を登

録した輸出入品については、本政令の発
効日(2023年9月7日)より前に、以下を規
定します。

✓ CPTPP関税率の恩恵を受けるため

のすべての条件が満たされている
こと。そして

✓ 関税はすでにより高い関税率を支
払っています。

その後、過払いの関税額は、規制に従って
税関当局によって処理されます。

• 政令は2023年9月7日から施行されます。

(2023年9月7日付政令第68/2023/ND-CP号)



Tax & Customs Newsletter| October 2023 | Page 12

Contact
Website: deloitte.com/vn
Email: deloittevietnam@deloitte.com

For reference only, not for distribution or sale

貿易と税関
ガイダンス裁定

包括的及び先進的な環太平洋戦略的経済
連携協定(TPP)の関税率のマレーシア、チ

リ及びブルネイからの輸入品への適用に
関するガイダンス

2023年9月27日、税関総局は、政令第
68/2023/ND-CP号に基づき、CPTPPの関税率

を享受するために追加されたマレーシア、
チリ、ブルネイを含む03カ国に対して、
CPTPPの特別優遇関税率の申告と適用に関す

るガイダンスを提供する公式書簡第
5021/TCHQ-TXNKを発行しました。具体的に
は：

• 上記の03カ国からベトナムに輸入される
商品が、政令第115/2022/ND-CP号第5条第
7項、および政令第68/2023/ND-CP第1条第
4項第3項に従ってCPTPP特恵関税率を適用

するための条件を満たしている場合、登
録輸入者は輸入申告書に関税コードB21を
申告することができます。

• ベトナムから上記の3カ国に輸出される物
品は、政令第57/2020/ND-CP(2020年7月10
日から2023年7月14日まで有効)、政令第
101/2021/ND-CP(2021年12月30日から2023
年7月14日まで発効)に基づいて発行され
た輸出関税の付属書Iに規定されているよ
うに、HSコードを宣言し、輸出関税率を
適用することが許可されています。政令
第26/2023/ND-CP(2023年7月15日発効)。

• ベトナムからマレーシア、チリ、ブルネ
イに輸出される物品、またはこれらの国
からベトナムに輸入される物品の税関申
告における過払い関税の取扱いは、政令
第68/2023/ND-CP号第2条第2項第3項第4項
の規定に従って行われます。

(税関総局発行の2023年9月27日付Official 
Letter No. 5021/TCHQ-TXNK)
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日本からの電子C/OフォームAJおよび
フォームJVの発行

日本商工会議所(JCCI)は、2023年9月19日より、
電子C/OフォームAJ(AJCEPベース)およびC/O
フォームJV(VJEPAベース)の発行を開始しま
す。

この発表は、2023年9月21日にベトナム商工
省輸出入局がOfficial Letter No. 777/XNK-XXHH
で行ったものです。

(2023年9月21日付、商工省輸出入局発行の
Official Letter No. 777/XNK-XXHH)

輸入ビニール袋の環境保護税に関するガ
イダンス

2023 年 9 月 18 日、税関総局は、環境保護税
(「EPT」) の対象となる物品の決定、および
輸入ビニール袋の EPT 還付 に関するガイダ
ンスを提供する公式書簡 No. 4831/TCHQ-
TXNK を発行しました。

• 通達第159/2012/TT-BTC号第159/2012/TT-
BTC号第1条第4項に規定された環境に配慮

した条件を満たす商品およびビニール袋
の包装に使用される包装材料を輸入する
場合、その商品はEPTの対象にはなりませ
ん。

• ただし、輸入されたパッケージが税関に
よって通関されると、企業は、通達第
159/2012/TT-BTC号第1条に規定されてい
るように、輸入されたパッケージがEPTの

対象ではないことを再宣言することは許
可されないことに注意してください。

(2023年9月18日付Official Letter No. 
4831/TCHQ-TXNK、税関総局発行)

貿易と税関
ガイダンス裁定

原産地申告表の部品表に関するガイダン
ス

2023 年 8 月 25 日、商工省は、原産地申告表
の損失率を含む部品表 (「BOM」) の申告に
関するガイダンスを提供する公式書簡No. 
708/XNK-XXHH を発行しました。

• 原産地証明書(「C/O」)の発行を申請する
際に、企業が実際のBOMと損失率を決定
できない場合、企業は標準BOMを使用で
きます。

✓ BOMの標準、および推定損失率を
使用できます。

✓ 補足文書に従って、宣言された
データの正確性を証明する必要が
あります。

✓ 輸出品が適用される原産地規則に
準拠していることを保証し、申告
された情報およびデータに対して
法的責任を負います。

• 輸出品に対して発行されたC/Oの検査およ

び検証時に、所轄官庁の要求に応じて、
会社は実際のBOMと損失率の証拠を提供
し、これらがC/Oがすでに発行された輸出

品の原産地の性質を変更しないものとし
ます。

(2023年8月25日付商工省発行のOfficial Letter 
No. 708/XNK-XXHH)
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• その場での輸入申告に対する輸入関税の
還付について:輸入関税の還付は、政令第
134/2016/ND-CP号第36条の規定に従って
認められます。

✓ 輸入関税が支払われ、完成品
(「FG」)の製造に使用されるオン

スポットアレンジメントに基づい
て輸入された商品。

✓ FGが海外に輸出された場所、また
は自由貿易地域に輸出された場所。

(2023年9月15日付Official Letter No. 
4795/TCHQ-TXNK、税関総局発行)

貿易と税関
ガイダンス裁定

輸入関税を支払ったその場での輸入申告
に対する輸入関税還付のご案内

2023 年 9 月 15 日、税関総局は、その場での

輸入申告に対する輸入関税の還付に関する
ガイダンスを提供する公式書簡No. 
4795/TCHQ-TXNK を発行しました。

• 現地輸出入手続きについて:対外貿易管理
法第3条第5項に規定されているように、

ベトナムに拠点を置く外国企業との取引
は、政令第08/2015/ND-CP号第35条第1項c

項に基づく臨時輸出入とはみなされませ
ん。したがって、企業はその場で輸入申
告を登録することはできません。

• 保税倉庫に保管されている貨物の通関手
続きについて:  

✓ 保税倉庫への立ち入りが許可され、
保税倉庫に保管されている保税倉
庫テナントの商品には、次のもの
があります。

❖ 輸出手続きを完了したベト
ナム製品。

❖ ベトナムへの輸入を待って
いる、または第三国への輸
出を待っている海外からの
商品

✓ 保税倉庫の搬入・搬出は、法律の
規定に従って通関手続きをしなけ
ればなりません。
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貿易と税関
ガイダンス裁定

その場での輸出取引に対するVAT還付

2023年9月26日、税務総局は、ビンズン省税
務局に対し、VAT政策に関する公式書簡第
4271/TCT-CS号を次のように発行しました。

• 2023年7月12日付のOfficial Letter No. 
3622/TCHQ-GSQLにおける税関総局の意見

に基づき、税関当局が、その場での輸出
申告が政令第08/2015/ND-CP号第35条第1
項cの規定に準拠していないと判断した場
合、税務当局はVAT還付を処理しません。

取引が税関申告の法的要件を満たしてい
ないため。

• 税関総局は、ビンズン省税務局に対し、
以下に基づいて企業にガイダンスを提供
するよう要請しています。

✓ ビンズン省税関との調整

✓ VAT規制、およびその場での輸出
入品に関する関連法規定。そして

✓ 企業の実態。

(2023年9月26日付税務総局発行のOfficial 
Letter No. 4271/TCT-CS)
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貿易と税関
ガイダンス裁定

政府が発行した2023年6月30日付政令第
44/2023/ND-CP号に規定されている、一
部の種類の物品に対するVATの減額につ
いて

2023年9月と10月、税関総局は、政令第
44/2023/ND-CP号(以下「政令第44号」)に規

定されているように、一部の種類の物品に
対するVAT減税に関するガイダンスを提供す

るいくつかの公式書簡を発行しました。具
体的には：

• 税関総局によると、政令44の附属書で規
制されている商品は、VAT減税の対象には

なりません。特に、次の点に注意してく
ださい。

✓ セクションIII、パートB、付録IIIに
記載されている家庭用電子機器。

✓ セクションIV、パートB、付録IIIに
記載されている特殊な電子機器。

✓ ハードウェアおよび電子製品グ
ループの部品およびスペアパーツ、
セクションIからセクションV、
パートB、付録IIIまでのグループの
下。

✓ ハードウェア、および電子スペア
パーツ、セクションVI、パートB、
付録IIIのリストにあるコンポーネ
ント。

✓ 化学製品、付録I.

• さらに、2023 年 6 月 30 日付のオフィ
シャルレター No. 3431/TCHQ-TXNK のガイ
ダンスによると、政令 44 で指定されてい
る HS コードは参照のみを目的としており、
以下が含まれます。

✓ 附属書Iの列(10)。

✓ 付録IIIの列(10)、パートA。そして

✓ 付録IIIの列(4)、パートB。

輸入品のHSコードの決定は、税関規則に定

められた貨物の分類に関する規定に従うも
のとします。

(2023年9月と10月に税関総局が発行した
Official Letters No. 4991/TCHQ-TXNK, 
5003/TCHQ-TXNK, 5004/TCHQ-TXNK, 
5005/TCHQ-TXNK, 5042/TCHQ-TXNK, 
5100/TCHQ-TXNK, 5101/TCHQ-TXNK, 
5159/TCHQ-TXNK, 5160/TCHQ-TXNK, 
5161/TCHQ-TXNK)
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